
 

国 国 協 第 1 3 1 号 

令和２年７月 28 日 

 

プロポーザル参加者各位 

 

横浜市国際局国際技術協力担当課長 

 

 

回  答  書 

 

令和２年度公民連携によるネットワーキングの促進を通じた市内企業のビジネス機会創出

支援業務委託のプロポーザルに関する質問について、下表のとおり回答します。 

 

項目 質 問 内 容 回 答 

提案書作成要領 

2. 業務の内容 

本案件と「第９回アジア・スマートシテ

ィ会議運営企画業務委託」の案件につい

て、2案件合計して、概算業務価格の上

限内（20,000千円 + 13,000千円 = 

33,000千円（税込））で参考見積書を作

成することは可能でしょうか。その場

合、上記案件の内の一つの案件の参考見

積書の概算業務価格が、提案書作成要領 

2.の概算業務価格の上限を上回ること

になります。 

それぞれが別の業務委託のため、２案

件を合計した参考見積書は認められま

せん。 

業務説明資料 

6.(1) ビジネス機会

創出策の検討・整理 

これまでも海外の自治体(フィリピンセ

ブ市、ベトナムダナン市、タイバンコク

市、インドネシアバタム市)と、市内企

業の技術・シーズのマッチング、輸出を

されていた認識ですが、現状の課題や今

年特に注力する点をご教示いただけま

すか。 

例：対象国を広げる、対象とするドメイ

ンを変更する、広げるなど(インフラ、

環境領域に加えてIT領域にもフォーカ

スするなど) 

近年新興国における開発が都市主体か

ら民間企業主体となるケースも増えて

おり、これらの民間企業と日本企業を

どのようにつないでいくかを Y-PORT

事業の今後の課題としてとらえていま

す。なお、業務説明資料「４業務背景」

にも記載の以下の委託事業の業務説明

資料も本市ホームページに掲載してい

ますのでご参照ください。 

＜委託件名＞ 
・令和２年度 Y-PORT センターにおけ

るパッケージ型都市ソリューションの

創出を通じた市内企業の海外インフラ

ビジネス展開支援業務委託 
・令和２年度新興国におけるスマート

な都市づくり事業への市内企業等の参

画支援策検討業務委託 
・令和２年度横浜国際協力センター６Ｆ

公民連携による都市ソリューションに

関する情報発信拠点整備業務委託 



「国内企業の連携によるソリューショ

ン提供方法等について考案」とありま

す。一方で、「令和2年度 Y-PORTセンタ

ーにおけるパッケージ型都市ソリュー

ションの創出を通じた市内企業の海外

インフラビジネス展開支援業務委託」の

案件について、業務説明資料 7.業務内

容（1）国内業務 ア 市内企業グループ

とのパッケージ型都市ソリューション

の共同検討、が記載されています。パッ

ケージ型ソリューション創出にあたり、

これら2つの案件で業務をどうすみ分け

る、もしくは連携することを想定されて

いるかをご教示いただけますか。 

本委託では、幅広い事業分野及びター

ゲット（海外都市及び海外展開を志向

する企業など）の中から、企業の海外

インフラビジネスの機会創出に資する

ビジネスマッチング手法やソリューシ

ョン提供方法等について考案し提案し

ていただきます。 
一方で、「令和 2 年度 Y-PORT センタ

ーにおけるパッケージ型都市ソリュー

ションの創出を通じた市内企業の海外

インフラビジネス展開支援業務委託」

は、市内企業グループや、事業展開先

事業分野（現時点では廃棄物管理、汚

水・排水処理、省エネ・エネルギー管

理の３分野を想定）について委託業務

を通じて特定していきながら、事業化

支援をしていくものです。 
ただし、両案件の連携により相乗効果

を得られることから、業務説明資料

「10 留意事項（11）」で示した連絡調

整会議での情報共有をはじめ、業務の

すみ分けや十分な連携による執行を想

定しています。 
ビジネスマッチングにおいてWeb会議等

の活用は想定されているでしょうか。 

ウェブ会議をはじめ、SNS やそのほか

の手法の活用により、効果的なビジネ

スマッチングの企画提案を求めます。 

この項目に「ビジネス・マッチング・ス

テージ」の運営・実施が含まれるでしょ

うか。含まれる場合、本見積でカバーす

べき項目（出展ブース設営等）をご教示

いただけますか。 

「ビジネス・マッチング・ステージ」

を業務説明資料「６業務内容（２）～

（５）」以外の業務として提案する場

合、提案を妨げるものではありません。 
また、第８回 ASCC の会期中に実施し

た「ビジネス・マッチング・ステージ」

と同様の取組ということであれば、そ

の実施の有無や内容についても企画提

案を求めます。 
ASCC 開催にかかる会場設営などの経

費については、別委託の「第９回アジ

ア・スマートシティ会議運営企画業務

委託」で見込んでいますが、本委託に

よる提案内容により、別委託でカバー

できない経費については、本見積で積

算してください。 
業務説明資料 

6.(2) ビジネス機会

創出プラットフォ

ームの企画・確立 

貴市では ASCA を立ち上げ、Facebook ア

カウントを有していますが、Facebook

以外の SNS の活用等により新たに ASCA

のプラットフォーム構築を行う、とあり

ます。現状の課題をご教示いただけます

か。 

現在 Facebook アカウントを保有して

いますが、更新回数が限定的で、フォ

ロワーからの反応も少ない状況にあり

ます。ターゲット分析を行ったうえで、

今後新たなプラットフォームを構築

し、活性化を図り、新たな参加者を獲

得するなど有効に機能させることが必

要と考えています。 

現状プラットフォームのFacebookから

別のSNS（LinkedIn 等）の活用に移行し

た場合、既存のFacebookでのネットワー

既存のフォロワーには Facebook 等を

通して新たなプラットフォームに登録

していただくようご案内いただくこと



クは引き継ぐことは可能でしょうか。 になります。 

業務説明資料 

6.(3) ビジネス機会

創出につながる場

としてのASCC の企

画実施支援 

「なお、第 9 回 ASCC は、令和 3 年 1 月

を目途に実施想定の主たるイベントと

その他の関連イベントを含めた総称と

する」とあります。これは、「第９回ア

ジア・スマートシティ会議運営企画業務

委託」の業務説明資料に第 9 回 ASCC 関

連イベントとして記載されているプレ

イベント、メインイベント、フォローア

ップのことを指しているとの認識でよ

ろしいでしょうか。 

もし上記以外に含まれるイベントがあ

りましたら、ご教示いただけますか。 

お見込みのとおり、本委託の業務説明

資料「６業務内容（３）【参考】第９回

ASCCについて」に記載のイベントを想

定していますが、追加の提案を妨げる

ものではありません。 

ケ ビジネス機会創出にかかるフォロー

アップでは、「ASCC で生まれたビジネス

機会についてフォローアップを行い、案

件の事業化への支援を行う」とありま

す。これは具体的にはその後に記載され

ている報告書作成のことを指している

との認識でよろしいでしょうか。 

フォローアップは、報告書作成のこと

ではなく、ビジネスマッチングにおけ

る商談などへの同席や助言、その後の

支援等を想定していますが、どこまで

のフォローアップを行うかを含めて企

画提案を求めます。 

業務説明資料 

6.(4) その他ワーク

ショップ及び研修

会の企画・実施・ 検

証 

ワークショップ、研修会等の目的、参加

者、テーマなど、可能な範囲でご教示い

ただけますか。 

現在、検討している研修会等の内容と

しては、以下のとおりです。 

【YUSA】会員（約 30社）の研修会 

【環境創造局】提携する海外の下水道

事業者とのワークショップ 

ワークショップ、研修会等をウェブ開催

とした場合に、横浜国際協力センター６

階（約450㎡）に整備予定である情報発

信拠点スペースとの連携はどのように

考えればよろしいでしょうか。ウェブ会

議開催場所としての活用は必須でしょ

うか。 

情報発信拠点スペースの有効な活用策

の一環として考えているため、活用は

必須です。 

「業務説明資料」6(4)アのワークショッ

プ及び研修会のコンテンツについては、

YUSA及び横浜市環境創造局が検討する

理解でよろしいでしょうか。 

本委託の受託者には、契約決定後、詳

細なコンテンツ検討を関係者とともに

行っていただく予定です。 

業務説明資料 

10. 留意事項（２） 
「個人情報取扱特記事項」12条1につい

て、例えば、プライバシーマークの認

定を受けている場合、その維持のため

に従業員は毎年個人情報保護について

の定期研修を受講する必要があるた

め、その受講完了をもって、誓約書と

研修実施報告書に代えることは可能で

しょうか。 

プライバシーマークの認定により、本

市が求める研修を実施したとみなすこ

とは可能です。ただし、誓約書及び研

修実施報告書の提出については必須で

す。 

業務説明資料 

10. 留意事項（8） 

「委託業務の一部を第三者に委託し、又

は請け負わせようとするときは、あらか

じめ委託者の承諾を得なければならな

い」とあります。委託者の承諾はいつの

時点で取得する必要はありますか。提案

書提出後でもよろしいでしょうか。 

本市と受託者との本契約後、且つ再委

託先が業務を開始する前の時点での承

諾が必要となります。 

 



 
      連絡担当者 

      所属   国際局国際協力部国際協力課 

      氏名   舟木（ふなき）、富田（とみた） 
      電話   045-671-4703 

      E-mail   ki-ascc@city.yokohama.jp 


